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資資料料編編  

平成27年における海難の発生と救助の状況 

平成27年度通航船舶実態調査結果 

※数値は単位未満で四捨五入してあるため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合や、四捨五入前の数字を用いて計算し

た結果と表中の数字が一致しない場合があります。 

※表紙の写真 

 上：平成27年9月1日 長崎県対馬東方沖合 転覆漁船の救助状況 

 下：平成27年度全国海難防止強調運動ポスターと海難防止活動の状況  



 

ははじじめめにに（（平平成成2277年年ののトトピピッックク））  

我が国の周辺海域では、海運、漁業、マリンレジャーなど幅広い分野にわたり、多種多様な活動が

行われています。衝突や転覆などの船舶事故、遊泳中の漂流や岸壁からの海中転落などがひとたび発

生すれば、かけがえのない人命、財産が失われるばかりではなく、船舶事故においては、油の流出に

よる海洋汚染などの被害が甚大になります。 
このため海上保安庁においては、船舶交通の安全確保や海浜事故防止に関する様々な対策を講じる

とともに、安全意識の高揚等の海難防止思想の普及・啓発に取り組んでいます。 
また、不幸にも海難が発生した場合に備え、救助体制の充実強化、民間救助組織等との連携、協力

に努め、海難発生時には迅速かつ的確な捜索救助活動を行い、一人でも多くの人命、財産を救助する

ことに全力を尽くしています。 
 

１ 船舶事故は過去15年で最少 

平成27年に海上保安庁が認知した船舶事故隻数は2,137隻、対前年比21隻（1％）減少し、これら

船舶事故に伴う死者・行方不明者数は48人、複数の死者・行方不明者を伴う外国籍船舶の事故の減少

により対前年比 52人（52％）減少し、いずれも平成 13年から開始した統計手法では最少となりまし

た。 

 また、船舶事故以外の乗船中の事故及び海浜事故者数は2,633人、対前年比109人（7％）減少し、 

このうち死者・行方不明者数は1,108人、対前年比47人（4％）減少しました。 

   海上保安庁においては、「船舶交通の安全・安心をめざした取組み」（平成25年10月交通政策審議会

答申）を「第 3次交通ビジョン」として位置づけ、船舶事故隻数の減少など目標達成に向け、関係省

庁海難防止連絡会議を通じた連携施策の推進や、各地域の特徴に応じた現場指導啓発の強化などの安

全対策を推進してきており、海難の減少に向け、関係省庁と連携しつつ、更に取組みを強化して諸施

策を推進していくこととしています。 

 

２ 重大な海難 

平成27年において、死者・行方不明者を生じるなどしたいわゆる重大な海難は次のようなものが 

発生しています。 
 

（１）船舶事故 

イ 北海道苫小牧沖 フェリー火災 

7月31日午後5時頃、苫小牧港沖を航行中、車両甲板内で

火災が発生し、乗組員による消火活動を行っていましたが、

消火困難となり乗員乗客93名は退船し救助され、船員1名が

死亡しました。 

 

 



 

ロ 長崎県対馬東方沖合 漁船転覆事故 

9月1日未明、長崎県対馬東方沖合において、突風等が一 

因と考えられる漁船5隻の転覆事故が発生し、乗組員8名の 

うち3名は僚船等により救助されましたが、5名の死亡が確 

認されました。 
 

 

（２）人身事故 

イ 沖縄県伊良部島渡口漂流事故 

8月10日午後4時8分頃、沖縄県伊良部島渡口の浜で遊泳中だった4名が沖に流され行方不

明となりました。海上保安庁では巡視船2隻、航空機1機等を出動させ関係機関等とともに捜索

救助にあたったところ、3名を発見（1名生存、2名死亡）しましたが、1名は現在まで行方不明

となっています。 

 

ロ 千葉県市川市東浜溺水事故 

平成27年6月28日午前10時頃、ふなばし三番瀬海浜公園で貝取りをしていた男女3名が引

き波に飲まれて溺れ、2名は付近に居合わせた男性と消防によって救助（1名は搬送先の病院で

死亡）されましたが、1名が行方不明となったため、海上保安庁では巡視艇4隻、航空機1機等

を出動させ、関係機関等とともに捜索救助にあたり、後日発見されましたが、死亡が確認され、

計2名が死亡する事案となりました。 

 

 



  

第第１１章章  海海上上保保安安庁庁のの政政策策目目標標達達成成状状況況（（政政策策目目標標））  

我が国の周辺海域では、海運、漁業、マリンレジャーなど幅広い分野にわたり、多種多様な活動が行わ

れています。衝突や転覆などの船舶事故、遊泳中の漂流や岸壁からの海中転落などがひとたび発生すれば、

かけがえのない人命、財産が失われるばかりではなく、船舶事故においては、油の流出による海洋汚染な

どの被害が甚大になります。 
このような状況を踏まえ、ひとたび海上において船舶事故が発生した場合には、人命に危険が及ぶこと

はもちろん、我が国の経済や自然環境にも甚大な影響を与える可能性があります。 
このため、次のとおりの政策目標を設定し、各種施策を講じています。 

 
  【第９次交通安全基本計画における目標】（平成23年度から平成27年度まで） 

○ 我が国周辺海域で発生する船舶事故隻数の減少 

○ ふくそう海域における社会的影響が著しい大規模な船舶事故の防止 

○ 要救助海難に対する救助率の維持確保 

○ 自己救命策確保に関する啓発活動の強化 

 

  【第10次交通安全基本計画における目標】（平成28年度から平成32年度まで） 

○ 我が国周辺海域で発生する船舶事故隻数を 2020年代中に半減（約 1,200隻）することを目指

し、少なくとも2,000隻以下とする 

○ ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低発生水準の維持及び社会的影響が著しい大規模な船

舶事故の防止 

○ 要救助海難に対する救助率95％以上の維持確保 

 

  【第３次交通ビジョンにおける目標】 

  計画目標 

○ ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低発生水準の維持 

○ 港内等における衝突・乗揚事故の減少 

○ 小型船舶における事故の減少 

  長期的な目標 

   ○ 2020年代中に現在の船舶事故隻数を半減（約1,200隻）させることを目指す  

 

 

 

 

 

 

 



  

１ 第９次交通安全基本計画における目標達成状況 
（１） 我が国周辺海域で発生する船舶事故隻数の減少 

「我が国周辺海域で発生する船舶事故隻数の減少」は、第9次交通安全基本計画（計画期間：平 

成23年度～平成27年度）に基づき策定されたもので、具体的には、我が国周辺で発生する船舶事

故隻数（本邦に寄港しない外国船舶によるものを除く。）を第8次計画期間の年平均（2,473隻）と

比較して、平成27年までに、約1割を削減（2,220隻以下）するというものです。 
平成27年の我が国周辺海域で発生した船舶事故隻数（本邦に寄港しない外国船舶によるもの）を

除く。）は2,116隻となっており、目標を達成することができました。 

 
 

（２） ふくそう海域における社会的影響が著しい大規模な船舶事故の防止 

     我が国の首都圏及び重要経済圏を背後に控える東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及び関門海峡は、外海 
等の一般海域に比べて、海上輸送活動、漁業活動、マリンレジャー活動等により船舶交通が混雑

しています。 

     これらの海域において、ひとたび大規模な船舶事故が発生した場合、船舶交通を阻害し、我が国 

の経済が麻痺することにもなりかねません。 

    このため、海上保安庁においては、これらふくそう海域における社会的影響が著しい大規模な船

舶事故の発生を「ゼロ」とすることを目標とし各種施策を講じてきたところ、平成22年から引き

続き平成27年においても当該事故の発生はゼロとなっており、目標を達成することができました。 
 

 

 

 

 

 

 

（隻） 



  

（３） 要救助海難に対する救助率の維持確保 

「要救助海難に対する救助率の維持確保」の数値目標は、平成 27年までに要救助海難に対する

全体の救助率（要救助者に対する救助成功者の割合）を95％以上に維持確保するとともに、20ト

ン未満の船舶からの海中転落の救助率を35％以上とするものです。 

平成27年の要救助海難に対する全体の救助率は97％に、20トン未満の船舶からの海中転落の救

助率は40％となり目標を達成することができました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４） 自己救命策確保に関する啓発活動の強化 

「自己救命策確保に関する啓発活動の強化」の数値目標は、ライフジャケット着用率※について

平成23年から平成27年までの5年間の平均を50％以上とするとともに、平成27年までに海上保

安庁が認知した船舶事故及び船舶からの海中転落事故のうち、海難発生から2時間以内に認知した

ものの割合（以下「2時間以内関知率」という）を85％以上とするものです。 

平成27年のライフジャケット着用率は54％で、平成23年から平成27年までの5年間平均でみ

るとライフジャケット着用率は52％で目標に達しています。しかしながら、平成27年の2時間以

内関知率は77％であり目標の達成には至っていません。 

 
 
 

【要救助海難に対する救助率】 【20トン未満の船舶からの海中転落者救助率】 

  

【ライフジャケット着用率】 【2時間以内関知率】 

  

※ライフジャケット着用率：船舶事故に伴う海中転落者及び乗船者の海中転落者のうち、ライフジャケットを着用していた人の割合 



  

２ 第３次交通ビジョンにおける目標及び目標達成状況 
（１） ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低発生水準の維持 

平成22年7月の港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法律の施行以降、航路及び航路付

近海域では、衝突・乗揚事故が大幅に減少しており、この水準であるＡＩＳ搭載船舶の通航隻数

100万隻当たり76隻以下（平成22年7月から平成25年6月までの3年間の平均発生率）を維持

するというものです。 

平成27年においては73隻となっており、目標である76隻を下回っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 港内等における衝突・乗揚事故の減少 

一元的な船舶の動静監視・情報提供体制を整備する港内等において、情報提供の対象となる船舶

の衝突・乗揚事故を平成20年から平成24年までの年平均に対して、平成30年までに半減させる

というものです。現在、平成29年度末の運用開始を目指し、東京湾において一元的な海上交通管

制の構築のための整備が進められています。 
 

 

 

発生水準

100万隻当たりの衝突・乗

揚事故 76隻以下 

対  象 海 域：航路及び航路付近海域（海上交通センターのレーダーサービスエリア） 

        ただし、名古屋港海上交通センターの全海域及び関門港以外の港域を除く 

対象事故隻数：総トン数100トン以上の船舶又はAIS搭載船舶 

AIS通航隻数：海上交通センター（名古屋港海上交通センターを除く）の情報提供可能海域内の航路を通航したAIS搭載船舶 

H19.7-
H20.6

H20.7-
H21.6

H21.7-
H22.6

H22.7-
H23.6

H23.7-
H24.6

H24.7-
H25.6

H25 H26 H27

事故隻数 79 66 60 33 34 51 59 38 39

ＡＩＳ
通航隻数

359,377 410,988 428,452 449,725 478,168 500,423 507,576 526,013 536,133



  

（３） 小型船舶における事故の減少 

小型船舶の事故のうち、不可抗力によるものを除く約7割の事故について、平成20年から平成

24年までの年平均約1,343隻に対して、平成30年までに約3割減少させるというものです。 
平成27年においては1,188隻となっており、前年に比べ51隻の減少となっていますが、目標達

成にはさらに大幅な減少が必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 第10次交通安全基本計画における目標 
（１） 我が国周辺海域で発生する船舶事故隻数を2020年代中に半減（約1,200隻）する 

ことを目指し、少なくとも2,000隻以下とする 

第10次交通安全基本計画（計画期間：平成28年度～平成32年度）において策定されたもので、 

具体的には、2020年代中に我が国周辺で発生する船舶事故隻数事故隻数（本邦に寄港しない外国船 

舶によるものを除く。）を第９次計画期間の年平均（2,256隻）から約半減（1,200隻以下）するこ 

とを目指すこととし、我が国周辺で発生する船舶事故隻数を平成32年までに少なくとも2,000隻 

未満とするというものです。 
 

（２） ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低発生水準の維持及び社会的影響が著しい 

大規模な船舶事故の防止 

     ふくそう海域（東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及び関門港における船舶が多数通航する海域）におけ
る、情報の聴取義務化の施策等により低発生水準となった衝突・乗揚事故の発生率（通航隻数 100

万隻当たり76隻以下）を維持確保するとともに、航路閉塞や多数の死傷者が発生するなどの社会的

影響が著しい大規模海難の発生を防止し、その発生数をゼロとするというものです。 
 
（３） 要救助海難に対する救助率95%以上の維持確保 

     海難等における死者・行方不明者を減少させるためには、高い救助率を維持確保することが重要
であることから、救助率95%以上を維持確保とするというものです。 

目標：3割（約400隻）

減少 

不可抗力を除く事故平均

1,343隻 



 
 
 
 

第第２２章章  海海難難のの現現状状  

 
我が国の周辺海域では、海運・漁業・マリンレジャー等幅広い分野にわたり、多種多様な活動が行われ

ています。また、海上輸送は、我が国の経済産業や国民生活を支えるうえで欠くことができないものとな

っています。 
 我が国の沿岸海域では、ＡＩＳ搭載船舶だけでも1日平均約5,000隻もの船舶が通航しています。プレ

ジャーボートや漁船等の小型船も含めるとその通航隻数はさらに多く、船舶事故発生の蓋然性は非常に高

くなっています。 
  
 

【我が国沿岸海域のＡＩＳ搭載船舶の通航状況】 

 

 

 

 

東京湾拡大図 



 
 
 
 

１ 最近の海上交通の動向・環境の変化 

近年の海上交通の動向をみると、船舶通航量は減少傾向にあり、ふくそう海域における1日あたり 

の船舶通航量は、20年前の約5割となっています。 
また、小型船舶操縦免許有効者数が緩やかに減少しているほか、漁船隻数及び小型船舶在籍隻数も

減少傾向となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小型船舶操縦免許有効者数の推移】 

出典：海事レポート 

【漁船隻数の推移】 

出典：漁船統計表 

（隻） 
【小型船舶在籍隻数の推移】 

出典：小型船舶検査機構 

【ふくそう海域における通航船舶隻数の推移】 
（隻） 

※ 在籍船とは、JCIの船舶検査の対象となる小型船舶のうち、有効な船舶 

検査証書を有している船舶（受検せず船舶検査証書が無効となった船舶 

などは含まれません。） 

※ 複数資格を有する者は各区分の操縦免許有効者数へ計上している。 

（人） 

（隻） 



 
 
 
 

ふくそう海域の船舶通航量や漁船隻数及び小型船舶在籍隻数が減少する一方、船型をみてみると、 
輸送効率の向上やコスト削減を図るため、船舶の大型化が進んでおり、仮に船舶事故が発生した場合 
には、被害拡大の可能性が高まります。 
また、我が国の特定港86港の入港船舶総隻数をみると、入港隻数全体は減少傾向にある中、外国船 
舶の入港隻数の割合は増加しています。我が国に入港する外国船舶は、国籍の多様化が進んでおり、 
また、我が国周辺海域での航法や地理を把握していない船員が操船している事例も多く見受けられる 
状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 海難の発生状況と傾向 

（１）船舶事故 

イ 概観 

平成27年に海上保安庁が認知した船舶事故は2,137隻で、前年より21隻減少し、平成13年か

ら開始した統計手法では最少となっています。 
 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 ※1：発達した低気圧によるもの（平成18年）を含む、※2：山陰地方豪雪によるもの（平成23年）を含む 

【船舶事故隻数の推移（過去10年間）】 

【特定港への外国船舶入港隻数の推移】 
（入港船舶総隻数） （外国船舶隻数） 

※1 
※2 

（隻） 



 
 
 
 

（イ）船舶種類別 

平成27年の船舶種類別の隻数は、プレジャーボート935隻（44%）、漁船600隻（28%）、貨 

物船268隻（13%）の順となっています。 

過去5年間の船舶種類別の隻数はプレジャーボート、漁船、貨物船の順となっており、いわゆ 

る小型船舶（プレジャーボート、漁船、遊漁船）が76%を占めています。 

 

  
【船舶種類別の推移（過去5年間）】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ロ）事故種類別 

平成27年の事故種類別の隻数は、衝突620隻（29%）、機関故障351隻（16%）、乗揚263隻（12%）

の順となっています。 

過去5年間の事故種類別の隻数においても、衝突、機関故障、乗揚の順となっています。 
 

  
【事故種類別の推移（過去5年間）】 【事故種類別の割合（過去5年間）】 

 
                            
 
 
 
 
 
 
 
 

（隻） 

（隻） 

【船舶種類別の割合（過去5年間）】 

船舶事故隻数 

（過去5年間） 

11,395隻 

船舶事故隻数 

（過去5年間） 

11,395隻 



 
 
 
 

（ハ）事故原因別 

平成27年の事故原因別の隻数は、見張り不十分429隻（20%）、操船不適切290隻（14%）、機関

取扱242隻（11%）の順となっています。 

過去5年間の事故原因別の隻数は、見張り不十分2,296隻（20%）、操船不適切1,481隻（13%）、 

機関取扱1,323隻（12%）の順となっています。 

 

  
  

 
                            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ニ）距岸別 

過去5年間の船舶事故の94％が陸岸から12海里未満で発生しています。 

一方、過去5年間の船舶事故に伴う死者・行方不明者の33％は12海里以遠で発生しており、 
陸から遠く離れるほど、事故隻数に対する死者・行方不明者数の割合が高くなる傾向となってい

ます。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（隻） 

【事故原因別の割合（過去5年間）】 

【距岸別の割合（過去5年間）】 【距岸別船舶事故に伴う死者行方不明者の割合（過去5年間）】 

【事故原因別の推移（過去5年間）】 



 
 
 
 

（ホ）船舶事故に伴う死者・行方不明者及び負傷者 

平成27年の死者・行方不明者を伴う船舶事故の隻数は37隻で、平成26年（49隻）と比較す

ると12隻減少となっています。船舶種類別では、漁船20隻（54%）、プレジャーボート12隻（32%）

の順となっています。 

過去5年でも、漁船142隻（58%）、プレジャーボート69隻（28%）で約86%を占めています。 

平成27年の船舶事故に伴う死者・行方不明者数は48人で、平成26年（100人）と比較する 

と52人（52%）減少となっています。また、負傷者数は208人で、平成26年（269人）と比較す

ると61人（23%）減少となっています。 
 
 
 
                           
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【船舶事故に伴う※死傷者の推移（過去5年間）】 
（隻） （人） 

【死者・行方不明者を伴う船舶事故隻数の推移（過去5年間）】 【死者・行方不明者を伴う船舶事故の船舶種類別の割合（過去5年間）】 

（隻） 

全船舶事故隻数に対する

死傷者を伴う事故の割合 

※ 死傷者とは、死者・行方不明者及び負傷者の合計をいう。 

8% 9% 8% 8% 8% 

船舶事故隻数 

（過去5年間） 

243隻 



 
 
 
 

（ヘ）トン数別 

平成27年のトン階別の隻数は、20トン未満1,635隻（77%）、500トン以上267隻（12%）の順

となっています。 

過去5年間のトン階別の隻数は、20トン未満が77%を占めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成27年の20トン未満の用途別の隻数は、プレジャーボート932隻（57%）、漁船551隻（34%）、

遊漁船61隻（4%）の順となっています。 

過去5年間の20トン未満の用途別の隻数は、プレジャーボート、漁船、遊漁船の順となってい

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【トン階別の推移（過去5年間）】 

（隻） 

【トン階別の割合（過去5年間）】 

【20トン未満の用途別の推移（過去5年間）】 
（隻） 

【20トン未満の用途別の割合（過去5年間）】 

船舶事故隻数 

（過去5年間） 

11,395隻 

船舶事故隻数 

（過去5年間） 

8,823隻 



 
 
 
 

平成27年の20-500トン未満の用途別の隻数は、貨物船95隻（40%）、漁船47隻（20%）の順と

なっています。 

過去5年間の20-500トン未満の用途別の隻数は、貨物船、漁船、タンカーの順となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成27年の500トン以上の用途別の隻数は、貨物172隻（64%）、タンカー42隻（16%）の順と

なっています。 

過去5年間の500トン以上の用途別の隻数は、貨物船、タンカー、旅客船の順となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【20-500トン未満の用途別の推移（過去5年間）】 

（隻） 

【20-500トン未満の用途別の割合（過去5年間）】 

【500トン以上の用途別の割合（過去5年間）】 
（隻） 

【500トン以上の用途別の推移（過去5年間）】 

船舶事故隻数 

（過去5年間） 

1,231隻 

船舶事故隻数 

（過去5年間） 

1,341隻 



 
 
 
 

ロ 平成27年船舶事故状況 

（イ）船舶種類別の事故の特徴 

ａ プレジャーボートの事故 

 平成27年のプレジャーボートの事故は935隻で、船舶種類別の隻数では最も多く、全船舶 

事故隻数の44%を占めています。 

平成27年の事故種類別の隻数は、機関故障225隻（24％）、衝突147隻（16％）、運航阻害 

128隻（14％）、乗揚106隻（11％）の順となっています。 

プレジャーボートの機関故障事故は平成15年まで衝突事故より低い水準でしたが、平成16 

年以降は逆転し、機関故障事故が上回っています。 

平成27年の事故原因別の隻数は、機関取扱176隻（19%）、見張り不十分147隻（16%）、 

船体機器整備不良126隻（13%）の順となっており、人為的要因によるものが749隻（80%） 

となっています。 
 
 

 
                         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【事故種類別の割合（平成27年）】 【事故原因別の割合（平成27年）】 

【機関故障と衝突事故隻数の推移（平成元年から平成27年）】 

プレジャーボート 

事故隻数 

（平成27年） 

935隻 

31％ 

（隻） 



 
 
 
 

（ａ） 機関故障等事故（機関故障、過放電、燃料欠乏）  

過去5年間のプレジャーボート機関故障等（機関故障、運航阻害（過放電及び燃料欠

乏のみ）をいう。以下同じ。）事故は、1,415隻（29%）となっています。 

  過去5年間の事故原因別の割合は、機関取扱746隻（53%）、船体機器整備不良319 

隻（22%）の順となっており、人為的要因によるものが1,094隻（77%）となっていま 

す。 

プレジャーボートの機関故障事故は平成16年以降、ほぼ横ばい、全体減少傾向の中、

機関故障事故の発生割合は微増傾向となっています。 
  機関故障等事故は、日頃の適切な整備や発航前点検の実施によって未然に防止するこ 
とができます。 
 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【事故種類別の割合（過去5年間）】 

【プレジャーボートの機関故障及びプレジャーボートの事故隻数に対する割合の推移の推移（過去10年間）】 

（隻） （%） 

【機関故障及び運航阻害の内容】 

【機関故障等事故原因別の割合（過去5年間）】 

29% 

プレジャーボート 

事故隻数 

（過去5年間） 

4,939隻 



 
 
 
 

（ｂ） 衝突事故 

平成27年のプレジャーボートの衝突事故147隻について事故原因別に見ると、見張り不

十分106隻（72%）、操船不適切24隻（16%）の順となっており、過去5年でも、これら人

為的要因によるものが93％を占めています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｃ） 水上オートバイの事故 

平成27年の水上オートバイの事故は70隻、これに伴う死傷者数は16人となっていま

す。 

過去5年間の水上オートバイの事故442隻について事故種類別に見ると、衝突が115

隻（26%）で最も多くなっています。 

平成27年の死傷者を伴う水上オートバイの事故種類別では、衝突10隻（83%）、その

他2隻（17%）となっています。 
水上オートバイは、ひとたび事故が発生すると、その運航形態から操船者や同乗者が

大けがを負う可能性が高くなります。 
また、海域利用の競合による遊泳者との接触事故も発生しているため、注意が必要で

す。 
 
 

 

 

 

 

 

 

【事故原因別の推移（過去5年間）】 【事故原因別の割合（過去5年間）】 

【事故隻数及び死傷者数の推移（過去5年間）】 

（隻） 

【事故種類別の割合（過去5年間）】 

（隻） 

水上オートバイ 

事故隻数 

（過去5年間） 

442隻 



 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｄ） ミニボートの事故 

          平成27年のミニボートの事故は59隻、これに伴う死傷者数は6人となっています。 
          過去5年間の事故種類別に見ると、機関故障 70隻（25%）、転覆 68隻（24%）、浸水

34隻（12%）の順となっています。 

過去5年間の事故原因別に見ると、気象海象不注意によるものが63隻（22%）と最も

多くなっています。 
          ミニボートは小型船舶操縦免許及び船舶検査が不要であり、小型軽量で持ち運びも便 
         利である一方、復原性や耐航性が劣るため、注意が必要です。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 

 

【事故隻数及び死傷者数の推移（過去5年間）】 
【事故種類別の割合（過去5年間）】 

【死傷者を伴う事故種類別の推移（過去5年間）】 
（隻） 

（隻） 

【事故原因別の割合（過去5年間）】 

（人） 

ミニボート 

事故隻数 

（過去5年間） 

281隻 




